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２００６～２００８年度中期経営計画「プラン“ＢＥＧＩＮ”」の概要について 

 

日立電線株式会社はこのたび、２００６～２００８年度の新中期経営計画「プラン“ＢＥＧＩＮ(注 1)”」を策

定いたしましたので、その概要をお知らせします。 

 

1．プラン“ＢＥＧＩＮ”の基本方針と数値目標 

当社グループは、２００３～２００５年度を対象とした中期経営計画「サバイバルプロジェクト」に沿っ

て、業績の改善に向けて構造改革を推進してきました。その結果、同プロジェクトの最大の目標であった「Ｆ

ＩＶ(注 2)の黒字化」は達成できなかったものの、経常黒字の定着を図ることができました。 

２００６年度は、当社が株式会社日立製作所から分立して５０周年を迎える年であります。これを「第二

の創業スタートの年」と位置づけ、市場環境に合わせた構造改革を継続しながら、事業の成長・拡大を実現

し、新たな成長のフェーズへと移行を図ってまいります。 

数値目標は、以下の通りです。 

 

 ２００５年度予想 ２００６年度目標 ２００７年度目標 ２００８年度目標 

売上高 ４，１８０億円 ４，３８０億円 ４，２５０億円 ４，４５０億円 

経常利益 １２０億円 １４０億円 １７０億円 ２００億円 

売上高経常利益率 ２．８％  ３．２％  ４．０％  ４．５％  

ＲＯＥ ３％  ４％  ５％  ６％  

海外売上高比率 ２７％  ２９％  ３１％  ３３％  

 

(注 1)  ＢＥＧＩＮ＝BBBBreak through with our EEEEnergy and GGGGo for ININININnovation 

(注 2)  ＦＩＶ＝税引後事業利益－投下資本×資本コストレート 

 

２．事業戦略 

 当社グループは、社会インフラ及び情報インフラの発展に不可欠な情報通信ネットワーク、高機能材料及

び電線・ケーブルの各事業において、基盤製品で確実に利益を上げるとともに、重点ターゲット分野には、

グローバル市場でのトップシェア製品の創出を強く意識して積極的に経営資源を投下することで、事業を成

長・拡大させてまいります。 

重点ターゲット分野は、エレクトロニクス(デジタル家電・半導体)、無線・放送・情報ネットワーク、自

動車（ＨＥＶ、電装品、センサ類）とし、これら３分野において収益力のある新製品を継続的に市場投入し、

売上高アップ、シェアアップを図っていきます。 



エレクトロニクス分野では、今後とも成長が期待できるデジタル家電・半導体関連において、ＴＡＢ・細

径同軸ケーブル・高強度合金条・ガリウムナイトライド基板等を、無線・放送・情報ネットワーク分野では、

次世代イーサネットスイッチ、ワイヤレスＩＰ電話機等を注力製品とし、売上げ拡大、新製品の早期の市場

投入を図ってまいります。 

自動車分野については、自動車事業推進センタの機能を強化し、ＨＥＶ用電源ハーネス、電装品・センサ

類、巻線、圧延銅箔等の売上げ拡大を目指していきます。 

 

３．モノづくり・人づくりの進化 

上記の事業戦略を支えるため、「モノづくりの進化」による徹底した「ムダ」の撲滅と生産技術力の強化、

及び「人づくりの進化」による人材育成、現場力の再構築に取り組んでまいります。 

モノづくりの進化については、これまで実施してきた様々な生産革新活動を踏まえながらトヨタ生産方式

を基本とした「日立電線同期生産方式」を確立し、全体最適の視点において、営業、研究開発から資材調達、

生産、出荷までのプロセスを見直し、リードタイム短縮、仕掛品や在庫の圧縮等による原価低減と安定した

品質の確保により、お客様が「欲しいとき」に「適正な価格と納期」で「良いモノ」をお届けしていくこと

を目指します。 

また、モノづくりを通して「人づくりの進化」を目指していきます。すなわち、安全の確保、品質や歩留

の向上、技能の伝承等の「現場力の再構築」を推進するとともに、自らが考え、自律的な活動を行うことが

できるマーケティングマインドをもった人材の育成を図ってまいります。  

             

４．グループ経営の強化 

グループ会社のガバナンスを強化するとともに経営支援体制を整備します。特に海外においては欧米、中

国、東南アジア各地域の統括拠点を整備、強化していくことにより、マーケティング力の向上とグローバル

ビックアカウントへの新規開拓活動を推し進めるとともに、管理レベルの向上、ナショナルスタッフの育成

を図り、海外会社の収益力を向上させてまいります。 

 

５．ＣＳＲ経営の展開 

 新製品・サービスの提供、ＣＯＳＯフレームワーク(注３)を中心とした内部統制システムの整備、環境保

護及びダイバシティー(人材の多様化)の推進をはじめとする多面的な活動をとおして、お客様や株主等のス

テークホルダーの期待に応え、社会と協調した発展を目指すとともに、委員会等設置会社制度をさらに定着

させ、さまざまな経営課題に迅速かつ的確に対処し、公正でわかりやすい経営を実現してまいります。 

 

(注３) 米国のトレッドウェイ委員会組織委員会が公表した内部統制のフレームワークこと。 

ＣＯＳＯは the Committee of Sponsoring Organization of the Treadway Commission の略。 

 

 

以  上 

 


